時の判例　法学教室１９９８年８月号
輸血拒否患者への無断輸血と自己決定権の侵害
　　　　　　　　　　　　　　東京高裁平成１０年２月９日判決、判時１６２９号３４頁
　　　　　　　　　　　　　　原審・東京地方裁判所平成５年（ワ）第１０６２４号
　　　　　　　　　　　　　　　　　東京地裁平成９年３月１２日判決
【事実】３０年来のエホバの証人である患者（昭和４年生まれ）は、信仰上の理由で輸血を拒否する態度を保持していた。肝臓ガンのために入院していた立川病院で無輸血手術ができないといわれ、東京大学医科学研究所付属病院（以下、病院）であれば無輸血手術をしてくれる可能性があると聞いて、平成４年８月転院した。このような経緯を病院の担当医師団の責任者は知っており、「いざとなったらセルセイバー（回収式自己血輸血装置）があるから大丈夫です。本人の意思を尊重して、よく話し合いながら、きちんとやっていきます」と伝えた。
　入院後、医師団の中の別の医師が、「輸血しないで患者を死なせると、こちらは殺人罪になります」と言って、手術中の突発時には輸血がありうる旨を伝えると、患者は「死んでも輸血をしてもらいたくない、そういう内容の書面を書いて出します」と答え、医師が「そういう書面をもらってもしょうがないです」と言う場面があった。
　術前検討会で医師団は、患者の腫瘍が大きく、不測の事態から大量出血に至ることがあり、基本的に輸血は行わないとしても、生命が危険な事態に備えて、予め血液を準備することを決めた。そして、患者および家族に対する手術前の説明の中で、術後再出血がある場合には医師の良心に従って治療を行う旨述べて、やむを得ない場合に輸血をすることを言外に示そうとした。患者の長男はその際に、「先生方を信頼しています。でも、本人の意思を是非尊重してもらいたいし、ご迷惑をかけたくないので受け取っていただきたい」と言って、患者とその夫が連署した免責証書を手渡した。医師団の責任者は、輸血もありうると説明すれば患者が手術を拒否すると考えて、あえて明確な説明をしなかった。
　９月、手術が行われた。予想を上回る出血があり輸血が行われ、手術自体は成功した（患者はその後５年延命した）。輸血の事実は患者や家族には秘匿された。だが、１０月に週刊誌記者の取材申し込みがあり、医師は患者に事実を知らせた。患者は、輸血をしないとの約束に反した債務不履行、患者の自己決定権および信教上の良心を侵害した不法行為を理由に、慰謝料１０００万円、弁護士費用２００万円の賠償を求めて訴えた。
　第１審の東京地裁は、平成９年３月１２日、いかなる場合も輸血しないとの約束は公序良俗違反で無効、救命のための輸血は社会的正当行為であるとして請求棄却の判決を下した（これについては、山田卓生、法学教室２０２号１２２頁（１９９７年）、西野喜一、判タ９５５号９７頁（１９９８年）参照）。なお患者は１審判決後死亡し、その夫等が訴訟を承継した。
【争点と結論】（１）絶対的無輸血の合意の成否と効力（不成立、仮に成立していれば有効）。（２）輸血ありうべしとの説明義務と違反の結果（説明義務違反あり。それにより自己決定権行使の機会を奪われた）。（３）本件輸血についての違法性阻却（救命目的は違法性を阻却しない）。（４）損害（諸々の事情を勘案して慰謝料５０万円と弁護士費用５万円）。
【判旨】第１審判決を覆し、患者側の訴えを認めた。
　（１）絶対的無輸血を求める患者の意思表示は認められるが、医師はそれを「承諾したものということはできず、手術に当たりできる限り輸血しないこととするという限度でのみ合意成立の効果を認めるべきである」。
　念のため絶対的無輸血の合意が成立していた場合の効力について述べると、「当事者双方が熟慮した上で右合意が成立している場合には、これを公序良俗に反して無効とする必要はない。人が信念に基づいて生命を賭しても守るべき価値を認め、その信念に従って行動することは、それが他者の権利や公共の利益ないし秩序を侵害しない限り、違法となるものではな」い。
　（２）医師は「相対的無輸血の治療方針を採用していながら、（患者に対し）この治療方針の説明をしなかった」。本件のような手術の同意は、「各個人が有する自己の人生のあり方（ライフスタイル）は自らが決定できるという自己決定権に由来する」。医師は患者が「絶対的無輸血に固執していることを認識した以上」、医師の治療方針を「説明してなお医科研における入院治療を継続するか否か特に本件手術を受けるかどうかの選択の機会を与えるべきであった」。「いかなる場合であっても医師が救命（本件はむしろ延命）のため手術を必要と判断すれば患者が拒否しても手術をしてよいとすること」は自己決定権を否定するものであり、是認することはできない。患者は説明を受けていれば、本件手術に同意しない「選択をしたものと認められる」。
　（３）本件輸血が救命のために必要であったことは認められるが、本件は「救命ないし延命を至上命題とすべき事案ではなく」、医師のとった治療方針についての「説明を怠ったことの違法性が阻却されない以上、本件輸血の違法性も阻却されることはない」。
　（４）患者は「医療における自己決定権及び信教上の良心を侵害され、これにより被った精神的苦痛は、大きいものがあったと認められる」。しかし、①損害が純粋に精神的なものにとどまること、②医師は最大限の治療に努力したこと、③延命５年が可能になったこと、④当時、絶対的無輸血か相対的無輸血かにつき確定的な見解があったといえないこと、⑤わが国のインフォームド・コンセントの観念はなお流動的な形成途上にあり、医師の行為は善意に基づくこと等を配慮すると、慰謝料は５０万円（弁護士費用分としてプラス５万円）とするのが相当である。
【解説】１《画期的》東京高裁は、本件の原審である東京地裁判決と正反対の判断を示した。輸血拒否患者への輸血に対し、患者の自己決定権を前面に押しだして損害賠償を認める初めての判決であり、その意味で画期的と評しうる。第１審判決（以下、原審）との相違点は以下の通り。
　①原審が絶対無輸血の特約の成否を明確に認定しないまま、こうした特約は公序良俗に反し無効としたのに対し、本判決は、特約の存在を否定しながら、「念のため」このような特約は公序良俗に反しないと明言した。根拠としては、輸血療法に対する医療の側の変化（日本医師会の生命倫理懇談会による絶対的無輸血手術肯定の見解、さらに実際にこうした手術を引き受ける病院の増加等）と、法律家のサイドから患者の意思決定を尊重する見解が多数発表されてきた事実があげられている。
　②原審は、救命のための輸血は社会的に正当な行為であり違法性はないとした。本判決は、医師には、エホバの証人患者に対し、万一の場合には輸血をする方針であることを予め説明する義務があり、この義務は、「死に至るまでの生きざまは自ら決定できる」という自己決定権に由来するとした。説明をすれば手術を拒否すると考えて、あえて説明しなかったとの医師側の主張は、自己決定権を否定し、いかなる場合であっても救命のための手術を医師の判断だけでしてよいことになるから是認できないとした。さらに、説明があれば患者は本件手術に同意しなかったであろうとして因果関係を肯定した上で、選択の機会を奪われた結果、医療における自己決定権および信教上の良心を侵害されて被った精神的苦痛に対する損害賠償を認めた。
　２《曖昧さと契約》本判決は、医師と患者（およびその家族）とのやりとりを引用しながら、両者の間の「合意」がいかに曖昧なものであったかを明らかにしている。その上で２度にわたって、説明内容や自己決定の具体的内容につき書面による明確化をはかることが適当だと述べる。果たしてこれが法律論として必要な議論なのかは問題とする余地があるが、曖昧さが患者に不利に働く以上、何らかの形で明確さを求めることは重要である。
　しかし、明確さは合意や契約によらず、明確な説明義務を課すことによっても達成しうる。本判決においても合意や契約へのこだわりが見られる。仮に、本件で、絶対的無輸血手術の合意がいったん形成されたとしよう。だが、説明義務を別として、「医師はその良心に従って治療をすべきであ」ることは判決自体が認めるとおりである。したがって、合意の翌日に、医師が再考した結果やはり絶対的無輸血という条件では手術ができないと言ったとしても、それが契約違反となり、損害賠償責任を引き起こすとは考えられない。逆に、患者の側で翻意しても、それで契約違反になるものでもない。唯一、契約上の効力が問題となるのは、絶対的無輸血手術の結果に対し患者が医師を免責する合意の部分であるが、それを除けば、要するに、このような合意は、法律上拘束力のない合意（契約）なのである。したがって、絶対的無輸血手術の合意は公序良俗に反するかという問題設定自体意味のないものだと考えられる。真の問題は、第１に、医師が絶対的無輸血手術を行うことがそれ自体医師の注意義務違反となるか否か、第２に、医師が患者の希望と異なる治療方針をとろうとするのであればその説明義務を負うか否かである。これらの義務は、両者の合意から発生するのではなく、そもそも医師に課される法的義務の存否・内容が問題にされていると考えるべきである。
　３《損害と訴訟の目的》本判決は、「医療における自己決定権及び信教上の良心」が侵害されて患者は大きな精神的苦痛を被ったとしながら、いくつかの事情を斟酌して損害賠償を５０万円（弁護士費用５万円）にとどめた。自己決定権の侵害による損害は何か、その損害をいかにして評価するかは難問である。
　参酌された事情のうち、損害が純粋に精神的なものにとどまることと、延命５年が可能になったことは、患者側の事情である（前者は損害の内容、後者はいわば損益相殺的事情）。これに対し、医師の最大限の治療努力や善意、当時、絶対的無輸血か相対的無輸血かにつき確定的な見解があったといえないこと、わが国のインフォームド・コンセントの未確立などは、医師の側の事情である。被害者に賠償すべき損害が何らかの形で観念された後で、医師の側の事情をあらためて斟酌することの当否、さらに自己決定権の侵害について、侵害による利益を観念して損益相殺を適用することの是非は、いずれも問題となりうる。
　だが、ここでは視点を変えて、本件訴訟を提起した患者の意図を忖度してみたい。おそらくその目的は金銭ではない。医科研の付属病院で（さらにおよそあらゆる病院で）、今後同じようなことの再発を防止したい（その意味は、自己決定の機会を今後は保障することと、真の希望としては、さらに患者の意思を尊重して絶対的無輸血の方針を採ってもらいたい）ということだと思われる。医師がその良心に従って治療すべきである以上、裁判所が絶対的無輸血の方針を採るよう命ずることはできない。そうだとすれば、患者は、次善の策として、説明義務の今後の履行を命ずる救済があるならそのような救済を裁判所に求めたはずである。言い換えれば、自己決定権侵害に対する損害賠償は、今後説明義務の履行を促すような金額であってしかるべきである。仮に、患者と病院との間で、絶対的無輸血の合意が成立し、同じ契約中に、契約違反の場合に病院は５０万円を支払いますという損害賠償額予定条項（すなわち、患者は、この金額で病院の債務不履行が抑止されると考えて入れた条項）が挿入されたものの、現実に病院が輸血をし、５０万円だけ払ってすますということがありうるようなら、この金額は患者の意思（言い換えれば患者の損害）を表していないことになろう。
　　
